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介護サービス事業等の基準条例の制定について
　　自治体の自主性を強化し自由度の拡大を図るため、法令による義務付けや枠付けを見直すことを目的とした「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」の施行に伴い、介護保険法、社会福祉法及び老人福祉法が改正されました。

この改正に伴い、これまで厚生労働省令で定められていた介護サービス事業等の「人員・設備及び運営に関する基準」を地方自治体の条例で定めることとされたところです。
本市におきましては、関係団体等の意見をうかがいながら策定した条例案が、本市の平成24年11月定例会において議決され、平成25年4月1日から施行されることになりました。

条例の概要につきましては、別紙のとおりとなっておりますので内容についてご承知置きくださるとともに、必要な対応につきご配慮くださいますようお願いいたします。

なお、条例本文につきましては、「ＮＡＧＯＹＡかいごネット」に掲載しますので、ご確認くださいますようお願いいたします。

介護指導課企画係　担当：松尾・齋藤

　電話９７２－２５３７
別紙

介護サービス事業等の基準条例の概要について

1　本市で制定した条例
(1)  介護保険法関係　

・名古屋市指定居宅サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定
める条例

・名古屋市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準
等を定める条例

・名古屋市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定め
る条例

・名古屋市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を
定める条例

・名古屋市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定め
る条例

・名古屋市指定介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等　を定める条例

・名古屋市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援　の方法に関する基準等を定める条例

(2)  老人福祉法関係
・名古屋市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

・名古屋市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

(3) 社会福祉法関係

・名古屋市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

　　　

２　条例制定の考え方
　　　介護サービス事業等のサービスについては、これまで基本的な基準は大きく変更されることなく現在に至っており、運営費や介護報酬についてもその基準に裏打ちされたものとしてサービス種別ごとに定められていることから、継続性や公平性を確保するため、これまでの基準省令を基本的に継承しつつ、本市独自の基準を盛り込み制定。
３　条例の施行期日

　　平成25年4月1日
４　本市独自に省令の変更や上乗せをする事項

　  ア　記録の保存期間の延長
【２年　→　サービスの提供記録のみ５年に延長】

　　　　　軽費老人ホーム、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、居宅サービス、介護予防サービス、地域密着、地域密着予防、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設

・サービスの質の確保及び介護報酬の返還に対応するために延長
・条例施行の際、既に完結している記録には適用しない

※留意事項：平成25年4月1日以降完結するサービスの提供記録に関す　る書類は5年間の保存が必要
　　イ　地域密着型介護老人福祉施設に併設する短期入所の廊下幅の緩和
　　　【1.8ｍ（中廊下は2.7ｍ）　→　1.5ｍ（中廊下は1.8ｍ）に緩和】

（居宅サービス、介護予防サービス）
　　　・地域密着型介護老人福祉施設との整合性を図るため

　　 ウ　暴力団の排除

　　　　【運営にあたり、市暴力団排除条例に規定する暴力団を利さないよう規定】

　　　　　軽費老人ホーム、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、居宅サービス、介護予防サービス、地域密着、地域密着予防、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設

　　　・介護サービス事業等から暴力団を排除するため

　　

　　 エ　特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）における多床室の改築

　　　【特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）の居室の定員は、原則１人とす
るが、現存の多床室を改築する場合には、定員を４人以下とできる】

（特別養護老人ホーム、介護老人福祉施設）
　　　・現存の多床室を改築する際、利用者の負担上昇を避けるため、多床室での
改築を可能とするため
オ　非常災害に備えた食料及び飲料水の備蓄

【施設・居住系サービスについては入所者・職員の３日分、通所系サー

ビスについては一時的な滞在に必要な量の備蓄を義務化】

軽費老人ホーム、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、居宅サービス、介護予
防サービス、地域密着、地域密着予防、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、
介護療養型医療施設（訪問系サービスを除く）
        ・非常災害に備えるため
　　　　・介護保険の施設・居住系サービスについては、計画的な備蓄のため３年

間の経過措置を設ける（軽費・養護老人ホームには経過措置なし）

※留意事項：経過措置が設けられるサービス種別についても、平成28年4月1日からは備蓄が義務化されるため、計画的な備蓄が必要







